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第１章  背 景 

  地球温暖化とは、温室効果ガスである二酸化炭素やフロンの空気中濃度が増えるこ

とにより、地球の平均気温が上昇する現象である。 

  産業革命以降、産業機器の飛躍的な発展に伴い、大量の化石燃料を消費し、大量の

二酸化炭素が放出されたことが原因とされ、地球全体の温度バランスが崩れたことに

より様々なところに影響が出ている。 

  持続可能な社会の構築を目指すには、温室効果ガスの低減（低炭素社会）が人類共

通の課題となっている。 

 

１ 気候変動の影響 

  地球温暖化問題は、その予想される影響の大きさや深刻さから見て、人類の生存基

盤に関わる安全保障の問題と認識されており、最も重要な環境問題の一つである。 

既に世界的にも平均気温の上昇（この100年間で約0.6℃）、雪氷の融解、海面水位の

上昇が観測され、我が国でも平均気温の上昇（同約1.0℃）、暴風、台風等による被害、

農作物や生態系への影響が観測されている。 

地球温暖化対策の推進に関する法律（以下「温対法」）第１条では、気候系に対して

危険な人為的干渉を及ぼすこととならない水準で大気中の温室効果ガスの濃度を安定

化させ、地球温暖化を防止することは人類共通の課題とされ、平成27年３月には中央

環境審議会により「日本における気候変動による影響の評価に関する報告と今後の課

題について」がまとめられ、この中で我が国において重大性が特に大きく、緊急性も

高いことに加え、確信度も高いと評価された事項は「水稲」「果樹」「病害虫・雑草」

「洪水」「高潮・高波」「熱中症」など９つであった。 

  こうした評価を背景に政府は、平成27年11月に「気候変動の影響への適応計画」を

閣議決定、本計画ではいかなる気候変動の影響が生じようとも、適応策の推進を通じ

て当該影響による国民の生命、財産及び生活、経済、自然環境等への被害を最小化あ

るいは回避し、迅速に回復できる、安全・安心で持続可能な社会の構築を目指すとし

ている。 

  また、地方自治体においては、地域住民の生活に関連の深い施策を実施しているこ

とから、地域レベルで気候変動及びその影響に関する観測・監視を行い、その地域の

気候変動の影響評価を行うとともに、自ら施策の中に適応を組み込むなど総合的かつ

計画的に取り組むことが重要であるとされている。 

 

２ 地球温暖化対策を巡る国際的な動向 

  2015年（平成27年）11月から12月にかけてフランス・パリにおいてＣＯＰ21（気候

変動枠組条約第21回締約国会議）が開催され、京都議定書以来18年ぶりに新たな法的

拘束力のある国際的な合意文書となる「パリ協定」が採択された。 

  パリ協定は、国際条約として初めて「世界的な平均気温上昇を産業革命以前に比べ

２℃より十分低く保つとともに、１．５℃に抑える努力を追求すること」など合意に

至った。 
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３ 地球温暖化対策を巡る国内の動向 

  政府は、平成27年７月17日に開催した地球温暖化対策推進本部において、2030年度

の温室効果ガス削減目標を、2013年度（平成25年度）比で26.0％減（2005年度（平成

17年度）比で25.4%減）とする「日本の約束草案」を決定し、国連気候変動枠組条約事

務局に提出した。また、同年12月のパリ協定の採択を受け、政府は同年12月22日に開

催した地球温暖化対策推進本部において「パリ協定を踏まえた地球温暖化対策の取組

方針について」を決定し、平成28年５月13日に「地球温暖化対策計画」を閣議決定し

た。 

  地球温暖化対策計画は、我が国の地球温暖化対策の総合的かつ計画的な推進を図る

ため温対法第８条に基づいて策定する、唯一の総合的な計画で、地方公共団体の役割

として、自ら率先的な取り組みを行うことにより区域の事業者・住民の模範となるこ

とを目指すべきであるとされている。 

 

第２章  基本的事項 

１ 計画策定の目的・位置付け 

  平成９年12月、京都で開催されたＣＯＰ３での京都議定書の採択を受け、我が国の

地球温暖化対策の第１歩として、国、地方公共団体、事業者、国民が一体となって地

球温暖化対策に取り組むための枠組として「地球温暖化対策の推進に関する法律（温

対法、平成10年10月９日法律第117号）」が施行された。 

  この中で、地方公共団体（一部事務組合を含む。）は、自らの事務事業に関して温室

効果ガスの排出量の削減並びに吸収作用の保全及び強化のための措置に関する実行

計画（事務事業編）の策定が義務づけられた。 

 《温対法（抜粋）》 

（地方公共団体実行計画等） 

第21条 都道府県及び市町村は、単独で又は共同して、地球温暖化対策計画に即して、

当該都道府県及び市町村の事務及び事業に関し、温室効果ガスの排出の量の削減並び

に吸収作用の保全及び強化のための措置に関する計画（以下「地方自治体実行計画」

という。）を策定するものとする。 

２ 地方公共団体実行計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。 

 (1) 計画期間 

 (2) 地方公共団体実行計画の目標 

 (3) 実施しようとする措置の内容 

 (4) その他地方公共団体実行計画の実施に関し必要な事項 

３～７（略） 

８ 都道府県及び市町村は、地方公共団体実行計画を策定したときは、遅滞なく、単独

で又は共同して、これを公表しなければならない。 

９ 第５項から前項までの規定は、地方公共団体実行計画の変更について準用する。 

10 都道府県及び市町村は、単独で又は共同して、毎年１回、地方公共団体実行計画に

基づく措置及び施策の実施の状況（温室効果ガス総排出量を含む。）を公表しなければ

ならない。 
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２ 対象とする事業の範囲 

  本計画の対象は、大隅肝属広域事務組合（以下「組合」）が行う事務事業とし、関連

する全体（指定管理委託施設を含む。）の施設とする。 

 

対象施設 管理施設 

肝属地区清掃センター ○焼却施設・リサイクルセンター 

○組合事務局、委託事業所 

○環境ふれあい館 

※串良さくら温泉は鹿屋市が運営しているため対象外 

鹿屋最終処分場 ○管理型最終処分場 

大根田最終処分場 ○管理型最終処分場 

火葬場きもつき苑 ○火葬場（指定管理委託） 

介護認定審査室 ○事務所 

 

３ 対象とする温室効果ガスの種類 

  本計画では、下表に示す温室効果ガスを対象とする。 

  なお、ハイドロフルオロカーボン（HFC）、パーフルオロカーボン（PFC）、六フッ化

硫黄、三フッ化窒素は活動量が少ないため対象外とする。 

 

ガスの種類 対象区分 
地球温暖化係数 

（※） 

二酸化炭素 

（ＣＯ２） 

 

 

エネルギー 

起源 

・焼却、自動車等の燃料使用 

・電気の使用 
１ 

非エネルギー 

起源 

・一般廃棄物の焼却 

 （プラスチック類の焼却） 

メタン 

（ＣＨ４） 

エネルギー 

起源 

・自動車の走行 

 
２５ 

非エネルギー 

起源 

・一般廃棄物の焼却（全焼却量） 

・浄化槽処理 

一酸化二窒素 

（Ｎ２Ｏ） 

 

エネルギー 

起源 

・自動車の走行 

 ２９８ 

 非エネルギー 

起源 

・一般廃棄物の焼却（全焼却量） 

・浄化槽処理 

 

  ※地球温暖化係数（温対法施行令第４条） 

   各温室効果ガスの温室効果をもたらす程度を二酸化炭素を基準に比較して表した係数 

   （例）メタン（ＣＨ４）の地球温暖化にもたらす程度は二酸化炭素の 25倍 

   ○温室効果ガス総排出量ではメタン（ＣＨ４）、一酸化二窒素（Ｎ２Ｏ）は二酸化炭素に置

き換えて算出する。 
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４ 計画期間 

  計画期間は、地球温暖化対策計画に即し、「2030年度末」とする。 

  なお、対象とする施設や科学技術の進展、関係法令の改正、国内外の動向等に変化・

変更等が見込まれることから「５年ごと」に見直すこととする。 

 

第３章  温室効果ガス総排出量の状況 

１ 温室効果ガス総排出量の算定方法 

  温室効果ガス総排出量算定方法ガイドラインに基づく算定方法とする。 

 

ガスの種類 区分 算定方法 

二酸化炭素 

（ＣＯ２） 

電気の使用 

〔kg-CO2〕 

電気使用量（kwh）×電気供給者ごとの二酸化炭素排出係数（kg-

CO2/kwh） 

燃料の使用 

〔kg-CO2〕 

種類ごと燃料の発熱量（MJ/L､kg）×種類ごと燃料の炭素排出係

数（kg-C/MJ）×44/12（kg-CO2/L､kg） 

〈種類ごと燃料の発熱量＝種類ごと燃料の使用量（L､kg）× 

   種類ごと燃料の単位発熱量（MJ/L､kg）〉 

一般廃棄物の焼却 

〔kg-CO2〕 

廃棄物の焼却量（t）×廃棄物の種類ごとの炭素排出係数 

（kg-C/t）×44/12（kg-CO2/kg-C） 

※廃棄物：プラスチック類及び合成繊維に限る。 

 （廃棄物組成調査から算定） 

メタン 

（ＣＨ４） 

自動車の走行 

〔kg-CH4〕 

自動車種類ごとの総走行距離（km）×自動車種類ごとの走行に

伴うメタン排出係数（kg-CH4/km） 

一般廃棄物の焼却 

〔kg-CH4〕 

廃棄物の全焼却量（t）×施設の種類ごとのメタン排出係数 

（kg-CH4/t） 

浄化槽処理 

〔kg-CH4〕 

浄化槽の処理対象人員（人）×浄化槽におけるメタン排出係数 

（kg-CH4/人） 

※処理対象人員：通常使用している人数（職員数等） 

一酸化二窒素 

（Ｎ２Ｏ） 

自動車の走行 

〔kg-N2O〕 

自動車種類ごとの総走行距離（km）×自動車種類ごとの走行に

伴う一酸化二窒素排出係数（kg-N2O/km） 

一般廃棄物の焼却 

〔kg-N2O〕 

廃棄物の全焼却量（t）×施設の種類ごとの一酸化二窒素排出係

数（kg-N2O/t） 

浄化槽処理 

〔kg-N2O〕 

浄化槽の処理対象人員（人）×浄化槽における一酸化二窒素排

出係数（kg-N2O/人） 

※処理対象人員：通常使用している人数（職員数等） 

○メタン、一酸化二窒素は地球温暖化係数を乗じて算出する。 

○組合としての総排出量は、算定方法に基づいた排出量をトン換算した数値とする。 
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２ 温室効果ガス総排出量及び内訳 

  平成29年度の活動量に伴う排出量（事業別及び総量）は次のとおりである。 

  メタン及び一酸化二窒素は地球温暖化係数を乗じた量である。（ＣＯ２換算量） 

 

 《活動区分別》 

活動区分 
ＣＯ２ 

（t-CO2） 

ＣＨ４ 

（t-CO2） 

Ｎ２Ｏ 

（t-CO2） 

計 

（t-CO2） 

(1)燃料の使用 1,120.4   1,120.4 

(2)電気の使用 756.4   756.4 

(3)一般廃棄物の焼却 15,485.1 0.9 630.5 16,116.5 

(4)自動車の走行  0 0.3 0.3 

(5)浄化槽の処理  1.0 0.4 1.4 

合 計 17,361.9 1.9 631.2 17,995.0 

        ※(1)､(2)､(4)：エネルギー起源ＣＯ２   (3)､(5)：非エネルギー起源ＣＯ２ 

 《事業別》 

事業区分 
ＣＯ２ 

（t-CO2） 

ＣＨ４ 

（t-CO2） 

Ｎ２Ｏ 

（t-CO2） 

計 

（t-CO2） 

清掃事業 16,826.4 1.7 631.0 17,459.1 

火葬事業 529.9 0.1 0.1 530.1 

介護事業 5.6 0.1 0.1 5.8 

合 計 17,361.9 1.9 631.2 17,995.0 

 

  平成29年度における総排出量は１７，９９５ｔ-ＣＯ２であった。 

 

３ 分析結果 

  温室効果ガスのうち、二酸化炭素（ＣＯ２）が96％を占めている。 

  活動区分別では、一般廃棄物の焼却による排出量が全体の89%を占めている。 

  また、事業別では清掃事業が97％となっている。 

  うち、エネルギー起源ＣＯ２が1,877t-CO2（10.4%）、非エネルギー起源ＣＯ２が16,118 

 t-CO2（89.6%）となっている。 

 （参考）売電によるＣＯ２削減効果 

  清掃センターでは発電を行い、消費しても余剰となる電力を民間に売却している。 

  平成29年度では、発電量14,290Mwhに対し4,925Mwh、発電量の約34.5%を売電してい

る。うちバイオマス分は2,688Mwh（バイオマス平均比率54.58%）で、再生可能エネル

ギーを活用し、外部供給していることに対するＣＯ２の削減に貢献している。 

 

第４章  温室効果ガス排出削減の目標及び目標達成に向けた取組 

１ 基準年度 

  平成29年度を基準年度とする。 
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２ 目標値設定の考え方及び目標値 

（考え方） 

  2015年７月（平成27年度）に政府が国連に提出した「約束草案」や「地球温暖化対

策計画」（平成28年５月閣議決定）では、中期目標を2030年度に2013年度（平成25年度）

比で26.0%減の水準に、また、排出量の約９割を占めるエネルギー起源二酸化炭素のう

ち、地方公共団体の事務・事業に伴う排出の多くが該当する「業務その他部門」は、

約40%削減が目標となっている。 

 

削減目標値） 

 2030年度の大隅肝属広域事務組合の事務事業に伴う温室効果ガスの総排出量

を平成29年度比で15%以上削減することを目標とする。 

 なお、毎年度、その実効性について検証していくこととする。 

 

３ 目標達成に向けた取組 

  大隅肝属広域事務組合の事業は、住民生活に欠かせない、かつ、停滞することがで

きない業務であるが、最大限削減に向けた取り組みを行う。 

特に排出量の大部分を占める「清掃事業」においてどれだけ削減（ごみ減量）でき

るかがポイントとなる。事業ごとの取り組み及び削減目標は次のとおりである。 

事業名 活動区分 取組内容 削減目標 

清掃事業 

 

 

一般廃棄物の焼却 ○焼却量の削減＝ごみ排出量の削減 

 焼却ごみ減量 15%（37,314t→32,000t） 

 構成市町との連携によるごみ減量 

 ・分別の徹底、リサイクルの推進 

 ・リデュース、リユースの取組強化 

 ・環境教育の充実 など 

15% 

 

△2,420t 

電気の使用 

 

○再生可能エネルギー電気事業者の選択 

 （最終処分場） 

○機器更新時の省エネ仕様機器の採用 

○照明のＬＥＤ化 

○計画的な焼却炉の運転 など 

15% 

 

 △110t 

燃料の使用 ○焼却量の削減 

 ・使用燃料、最終処分場運搬量の削減 

○焼却炉の適正運転（助燃量の削減） 

 ・ごみ質の安定化、分別の徹底 

○自動車等の適正運転（職員指導） 

 ・エコドライブの徹底 など 

15% 

 

△170t 

火葬事業 燃料の使用 ○火葬炉運転の適正化 

電気の使用 ○再生可能エネルギー電気事業者の選択 

○節電、照明のＬＥＤ化 

更なる削減 

介護事業 電気の使用 ○節電、照明のＬＥＤ化 更なる削減 

組合全体 15%  △2,700t 
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第５章  計画の推進 

１ 推進体制 

 

 

役割 担当者 取組内容 

温暖化対策統括 事務局長 温暖化対策（温室効果ガス削減）の統括 

温暖化対策推進会議 事務局長、環境

衛生課長・総務

介護課長 

実施状況の点検、評価 

各課、各担当者への周知 

今後の対策等の協議取りまとめ 

温暖化対策事務局 環境衛生課 温暖化対策の実施状況等の点検及び取りまとめ 

推進会議の資料作成等 

   

関係課は所属の各施設（運営委託先・指定管理委託先等）と連絡調整等を行い、温

室効果ガスの発生状況や排出削減に向けた協議を推進する。 

 

２ 実施状況の点検・評価体制 

  温暖化対策事務局は、毎年度、温室効果ガス排出量を算出する。 

  算出結果に基づき、「温暖化対策推進会議」において、実施状況の点検、評価を行い、

関係各課等に結果を公表し、職員への周知及び啓発を行う。 

  また、関係市町にも結果を公表し、更なる連携のもと温室効果ガス削減に向けた努

力を行っていく。 

 

 

 

 

 

管理者 報告

 ↑

副管理者 報告

 ↑

事務局長

〔温暖化対策事務局〕 （統括）

環境衛生課 総務介護課

課長 課長

（統括補佐）

各係員 各係員

肝属地区 鹿屋・大根田 火葬場 介護認定

清掃センター 最終処分場 きもつき苑 審査室

委託事業者 指定管理者

〔温暖化対策推進会議〕
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  〔ＰＤＣＡサイクルによる進行管理〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 実施状況の公表 

  温対法第21条では実行計画策定（改定）時、また、毎年度１回実施状況等について

公表することが義務づけられている。（２ｐ囲み参照） 

  また、地球温暖化対策計画では、地方公共団体の役割として、自ら率先的な取り組

みを行うことにより区域の事業者・住民の模範となることを目指すべきであるとされ

ている。 

  このことから組合ではホームページや構成市町、その他媒体を活用し、広く情報を

提供することで、特に「ごみ減量」に主眼を置き、温室効果ガス削減につながる行動

等を促進していく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＰＬＡＮ（計画・改定） 

温室効果ガス削減目標の 

ための取組内容等の作成 

ＤＯ（実行） 

温室効果ガス削減目標実現の 

ための日常的な取組の推進 

ＣＨＥＣＫ（点検・評価） 

取組状況の点検と評価及び 

推進会議への報告等 

ＡＣＴＩＯＮ（見直し・改善） 

削減目標達成状況の確認・更な

る取組推進のための検討等 
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（参考資料） 

 １ 活動量を把握するための実態調査の方法等 

   施設ごとに以下に示す。 

活動内容 
対象 

実態調査の方法 
対象温室 

効果ガス 品目 事業 

肝属地区清掃センター 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1)燃料の使用等 灯油 

ＬＰＧ 

焼却 ○委託事業者からの報告に基づく使

用量 

CO2 

軽油 

ｶﾞｿﾘﾝ 

公用車 

重機等 

○各車両等の年間給油量による。 CO2 

○１年間の走行距離（運転日誌等） CH4・N2O 

(2)電気の使用 買電 焼却等 ○委託事業者からの報告に基づく買

電量 

CO2 

(3)一般廃棄物の焼却 全焼却量 ○委託事業者からの報告に基づく焼

却量 

CH4・N2O 

ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ類焼却量 ○年12回実施する組成調査による。 CO2 

合成繊維焼却量 ○年12回実施する組成調査のうち、 

 布類の53.2%（算定方法ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ） 

(4)浄化槽の処理 浄化槽 ○利用人数（職員数） CH4・N2O 

鹿屋・大根田最終処分場 

 (1)燃料の使用等 軽油 

ｶﾞｿﾘﾝ 

公用車 

重機等 

○各車両等の年間給油量による。 CO2 

○１年間の走行距離（運転日誌等） CH4・N2O 

(2)電気の使用 買電 水処理等 ○年間使用量（支払通知等） CO2 

(3)浄化槽の処理 浄化槽 ○利用人数（職員数） CH4・N2O 

火葬場きもつき苑 

 (1)燃料の使用 灯油 火葬 ○指定管理者からの報告に基づく灯

油使用量 

CO2 

(2)電気の使用 買電 火葬業務 ○指定管理者の報告に基づく買電量 CO2 

(3)浄化槽の処理 浄化槽 ○利用人数（職員数） CH4・N2O 

介護認定審査室 

 (1)燃料の使用等 ｶﾞｿﾘﾝ 公用車 ○各車両の年間給油量による。 CO2 

○１年間の走行距離（運転日誌等） CH4・N2O 

(2)電気の使用 買電 事務 ○年間使用量（支払通知等） CO2 

(3)浄化槽の処理 浄化槽 ○利用人数（職員数） CH4・N2O 
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２ 施設別活動量 

  平成 29年度実績に基づく施設別活動量は次のとおりである。 

  なお、メタン（CH4）、一酸化二窒素（N2O）は二酸化炭素に換算した数値である。 

活動区分 
ＣＯ２ 

（t-CO2） 

ＣＨ４ 

（t-CO2） 

Ｎ２Ｏ 

（t-CO2） 

計 

（t-CO2） 

清掃事業 16,826.4 1.7 631.0 17,459.1 

 

 

肝属地区清掃センター 16,499.1 1.6 631.0 17,131.7 

 (1)燃料の使用 843.7   843.7 

(2)電気の使用 170.3   170.3 

(3)一般廃棄物の焼却 155,485.1 0.9 630.5 16,116.5 

(4)自動車の走行  0 0.2 0.2 

(5)浄化槽  0.7 0.3 1.0 

鹿屋最終処分場 123.1 0.1 0 123.2 

 (1)燃料の使用 1.6   1.6 

(2)電気の使用 121.5   121.5 

(3)自動車の走行  0 0 0 

(4)浄化槽  0.1 0 0.1 

大根田最終処分場 204.2 0 0 204.2 

 (1)燃料の使用 3.3   3.3 

(2)電気の使用 200.9   200.9 

(3)浄化槽  0 0 0 

火葬事業（きもつき苑） 529.9 0.1 0.1 530.1 

  (1)燃料の使用 270.7   270.7 

 (2)電気の使用 259.2   259.2 

(3)浄化槽  0.1 0.1 0.2 

介護認定審査室 5.6 0.1 0.1 5.8 

  (1)燃料の使用 1.0   1.0 

(2)電気の使用 4.6   4.6 

(3)自動車の走行  0 0.1 0.1 

(4)浄化槽  0.1 0 0.1 

合計 17,361.9 1.9 631.2 17,995.0 

   ※四捨五入の関係で、数値が一致しない場合がある。 
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３ 排出係数一覧（関係分） 

  温室効果ガス総排出量算定方法ガイドライン Ver1.0（H29.3環境省）抜粋 

 

（１）地球温暖化係数 

温室効果ガス物質 地球温暖化係数 

二酸化炭素（ＣＯ２） １ 

メタン（ＣＨ４） ２５ 

一酸化二窒素（Ｎ２Ｏ） ２９８ 

   ※温室効果ガスの物質ごとに算定される排出量に、当該物質の地球温暖化係数を

乗じ、合算して算定する。（ＣＯ２換算） 

 

（２）二酸化炭素排出量（ＣＯ２） 

  ア 燃料の種類ごとの単位発熱量と炭素排出係数 

燃料の種類 単位 

単位発熱量 

（MJ/L､kg） 

Ａ 

炭素排出係数 

（kg-C/MJ） 

Ｂ 

〈参考〉 

Ａ×Ｂ×44/12 

（kg-CO2/L､kg） 

ガソリン L 34.6 0.0183 2.32 

灯油 L 36.7 0.0185 2.49 

軽油 L 37.7 0.0187 2.58 

液化石油ガス（ＬＰＧ） Kg 50.8 0.0161 3.00 

 

  イ 電気事業者ごとの二酸化炭素排出係数 

〇平成 29年度排出分の係数（H29.12.21環境省・経産省公表） 

電気事業者名 
実排出係数 

（kg-CO2/kwh） 

調整後排出係数 

（kg-CO2/kwh） 
該当施設 

日立造船(株) 0.203 0.085 清掃センター 

九州電力(株) 0.462 0.483 清掃センター外 

    ※１ 実際の計算は実排出係数を用いる。 

    ※２ 清掃センターは入札により、平成 29 年度は小売電気事業者である日立

造船(株)と契約（毎年度入札を実施） 

 

  ウ 一般廃棄物焼却に伴う排出係数 

    廃棄物焼却量のうち、二酸化炭素が発生するプラスチック類（合成繊維を含む） 

一般廃棄物の種類 

炭素排出係数 

（kg- CO2/t） 

Ａ 

〈参考〉 

Ａ×44/12 

（kg-CO2/t） 

廃プラスチック 754 2,770 

廃プラスチック 

（合成繊維に限る） 
624 2,290 
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（３）メタン排出量（ＣＨ４） 

  ア 自動車走行（自動車の種類ごとの排出係数） 

自動車の種類 
排出係数 

（kg-CH4/km） 

ガソリンを燃料とする普通・小型自動車  0.000010 

ガソリンを燃料とする軽乗用車  0.000010 

ガソリンを燃料とする軽貨物車  0.000011 

軽油を燃料とする普通貨物車  0.000015 

ハイブリッド車  0.0000025 

 

  イ 一般廃棄物の焼却（施設の種類ごとの排出係数） 

焼却施設の種類 
排出係数 

（kg-CH4/t） 
備 考 

連続燃焼式焼却施設  0.00095 肝属地区清掃センター 

准連続燃焼式焼却施設  0.077  

バッチ燃焼式焼却施設  0.076  

 

  ウ 浄化槽処理の排出係数 

１人あたり１年分の排出量  0.59kg-CH4／人 

 

（３）一酸化二窒素（Ｎ２Ｏ） 

  ア 自動車走行（自動車の種類ごとの排出係数） 

自動車の種類 
排出係数 

（kg-N2O/km） 

ガソリンを燃料とする普通・小型自動車  0.000029 

ガソリンを燃料とする軽乗用車  0.000022 

ガソリンを燃料とする軽貨物車  0.000022 

軽油を燃料とする普通貨物車  0.000014 

ハイブリッド車  0.0000005 

 

  イ 一般廃棄物の焼却（施設の種類ごとの排出係数） 

焼却施設の種類 
排出係数 

（kg-N2O/t） 
備考 

連続燃焼式焼却施設  0.0567 肝属地区清掃センター 

准連続燃焼式焼却施設  0.0539  

バッチ燃焼式焼却施設  0.0724  

 

  ウ 浄化槽処理の排出係数 

１人あたり１年分の排出量  0.023kg-N2O／人 
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４ ごみの搬入量、焼却量 

                                     （ｔ） 

年 度 
可燃系ごみ 

搬入量 

焼却量 

プラ類 合繊 その他 計 

平成26年度 37,690 

 

4,351 

（11.6%） 

879 

（2.3%） 

32,421 

（86.1%） 

37,651 

 

平成27年度 38,047 

 

5,387 

（14.5%） 

618 

（1.7%） 

31,206 

（83.8%） 

37,211 

 

平成28年度 39,032 

 

4,466 

（11.6%） 

907 

（2.4%） 

32,994 

（86.0%） 

38,367 

 

平成29年度 

 

36,728 

 

4,985 

(13.3%) 

732 

(2.0%) 

31,597 

(84.7%) 

37,314 

 

  ※１ （ ）は焼却量に対する割合 

  ※２ プラ類は毎月調査する「ごみ質」結果に基づき、積み上げた数値である。 

     算出式：ごみ焼却量×プラ類比率×（100%－廃棄物全体の水分含有率） 

  ※３ 合繊は毎月調査するごみ質の「布類」のうち、53.2%（ガイドラインで示された割合

を引用）を合繊として積み上げた数値である。 

     算出式：ごみ焼却量×（布類比率×53.2%）×（100%－廃棄物全体の水分含有率） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度

プラ類 4,351 5,387 4,466 4,985

合繊 879 618 907 732

その他 32,421 31,206 32,994 31,597

可燃ごみ

搬入量
37,690 38,047 39,032 36,728
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〒893-1604 鹿屋市串良町下小原 3893-8 

電話 0994-63-0168  ＦＡＸ 0994-63-7714 

 


